
ジェンダー平等に関わる調査プロジェクトと政策提案 

 

東京・生活者ネットワーク政策調査室 日向美砂子（前小平市議会議員） 

 

 東京・生活者ネットワークでは、地域の生活者ネットが連携し、環境・福祉・子どもなど、さまざまな

分野で調査活動を行って政策提案につなげています。直近では、以下のようなジェンダー平等に関

わる調査プロジェクトを実施しています。 

 

■2019～2000 年「女性が暮らしやすいまち～女性の安全安心自治体調査」 

 セクシュアル・ハラスメント、ドメスティック・バイオレンス

（DV）、性暴力、性暴力の 3 テーマ D、区・市ができる防止・

相談・支援策について 32 の設問でアンケート調査を実施。

点数化して充実度を見える化した。 

 1 位：日野市、2 位：八王子市、3 位：国分寺市、4 位：港

区・世田谷区・中野区・豊島区 

⇒結果からは制度的に実施可能な施策でも行われていな

い場合も多く、全体的な遅れがはっきりと見てとれた。自治

体での政策提言として、セクハラ関連で 19 項目、ＤＶで 17

項目、性暴力で 16 項目、女性への暴力全般に関わる政策

提言として 3 項目をあげた。ほかに、国への法整備に関わ

る提案として女性自立支援法の制定や刑法における性犯

罪関連の改訂など 6 項目を提案し国会議員への要望につ

なげた。 

 

自治体施策の現状と調査結果からの政策提案報告集 

https://www.seikatsusha.me/reserch/woman2020/ 

 

■2018 年 ジェンダー問題プロジェクト「東京に暮らす女性たち」 

 東京に暮らす女性 100 人にインタビューを行い、生の声から見えてくる課題を抽出、政策提案に

繋げた。対象者を次の 3 つのテーマに分けて実施した。 

・子育て女性：働く女性が圧倒的に多い状況下、依然として性別役割分業意識が残っており結果と

して“ワンオぺ”につながる。 

⇒誰もが家事・育児と仕事を両立できる雇用環境と子育ての社会化に向けた政策に必要性を再

確認し 25の提案を導き出した。 

・非正規単身女性：低賃金や社会保障面での将来の経済的不安と同時に、「正規雇用では自分の

 



時間が持てない」という、長時間労働の課題が浮き彫りになった。 

⇒社会制度の発想を世帯単位から個人単位にシフトする必要性を確認。住宅の問題を解決する施

策など合わせ 13 項目を提案した。 

・高齢女性：世帯類型として高齢者単身世帯が最も多い東京都で、その 65％が女性。夫の年金を

前提とした老後の家計のあり方から、大きなジェンダー問題として非婚・離別女性への社会保障

の薄さが改めて認識された。 

⇒女性の老後を安心できるものにする 12 項目を提案した。 

 

 ■2018 年 「生活者ネット GE（Gender Equality）ランキング―男女共同（平等）に関する自治

体調査」 

 条例の有無、管理職・議員・審議会等委員の醸成割合、男性の育休取得率、小中学校での男女

混合名簿実施率などを調査して指標化。順位付けして公表した。 

 1 位：豊島区、2 位：世田谷区、3 位：小金井市、日野市、5位：目黒区 

⇒都内の区・市は、女性議員の割合に比べると女性管理職割合が低いこと、男性職員の育休取得

については取得日数の公開も求める必要があること、男女混合名簿については小学校よりも中

学校の実施数が大幅に減ること等、具体的な指摘事項を抽出した。 

 

 

 


